「障害者自立支援法案」の慎重審議を求める意見書

　厚生労働省は、平成１６年１０月１２日に「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」を公表し、本年２月１０日に「障害者自立支援法案」として今国会に上程した。

　この「障害者自立支援法案」は現状の福祉施策を大きく転換させ、サービス利用者である障害者から「応益負担」としての費用負担を求めることになるだけでなく地方分権の名の下に地方自治体へ責任転嫁され市町村格差の増幅が予測される。

　現在、政府は「老障一元化」の制度設計を模索するとともに社会保障全般の見直しに取りかかっているが、障害者福祉については、ノーマライゼーションの理念の下、平成１５年に新しく「支援費制度」が開始されたばかりである。障害当事者団体、地方自治体からの異論があるにもかかわらず制度変更を進めることは、障害者の権利を侵害するだけでなく、ノーマライゼーションの理念と逆行するものである。

　この法案が本国会で決定されれば、平成１８年１月から利用者の費用負担もはじまり、障害者の地域生活に大きな影響を及ぼすこととなり、混乱を招くことは必至である。

　よって、介護保険制度との統合を前提とした制度改正、「応益負担」の導入については、慎重に議論をするとともに障害者福祉における国の責任を明確にすることを強く要望し、下記に掲げる点に留意した議論を求める。

一、適正な負担のあり方を検討し、低所得者対策などに配慮すること。

一、市町村格差是正のための「国の責任」を明確にすること。

一、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉の総合的かつ体系的な制度設計に向け、

　　慎重に議論を行うこと。

一、障害者や地方自治体など関連する当事者の意見を聞く機会を設けること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成１７年３月１６日

奈良県三郷町議会
